

































































































が管理する前記のＲＥＥと共に，内務省(Ministry of the Interior)の管理す
る中央人口レジスター（ＣＰＲ: Central Population Register,1968年設置）および
住宅省(Ministry of Housing)の管轄する建築物・住居の中央レジスター
（ＢＢＲ: Central Register of Buildings and Dwellings ; Bygnings-og boligregistret,
1974年設置）の３種がもっとも基本的なレジスターである。このほか中央税






















































































































































































































　12) L. Thygesen (1993）文献　Ｎ０.16および資料Ｎ０.15による。
　４．レジスター。ベースの統計作成の評価
　旧稿および本稿によってデンマークにおけるレジスター・ベースの統計
制度，統計作成過程，レジスターからの情報提供についての概略の考察を
終えたが，既述のようにデンマークは統計の作成，提供をすべてレジス
ターを源泉とするシステムに切り換えた唯一の国であり，その経験は統計
の源泉をレジスターに求めようとしている多くの国の統計家の注目すると
ころとなっている。彼らの評価を得るにはなお若干の時日を必要とすると
思われるが，ここでは当事者であるデンマーク統計局長L. Thygesen氏自
身による評価13）をもとに，筆者の所見を加えて以下に記しておきたい。
Ｏ　行政機関の保有している各種のＥＤＰベースのレジスターにおける記
録を源泉として統計を作成するためには，基本的な前提条件として，個人
　　　　　　　　　　　　　　-86 (119)一
識別可能な単一の個人番号が制度化されていることが必要である。この番
号はすべての行政システムに利用され，異なる源泉からのデータの自動的
なリンキングが可能となっていなければならない。　このためにプライバ
シー保護の法制において，レジスターの統計上の利用についての規定が必
要である。
　また個人番号の系統的な利用によって, longitudinalな研究の途が開か
れている。　しかし私見では個人番号を用いたlongitudinalな記録結合は，
たとえ研究目的であるとしても個人の履歴の復元編成であり，その見地か
らの論議の余地が残っているものと考える。
ii)　行政レジスターにおける行政記録を統計レジスターに入力する前に，
若干の統計的なデータ処理を行なっておく必要がある。その理由は以下の
３点である。
　一行政レジスターの記録の時点は，行政システムにおける時間的な遅速
　が一様ではないため補正が必要である。
　一行政レジスターにおける情報が当該行政機関によって系統的に利用さ
　れていない場合には，記録の管理と妥当性についての確認が必要である。
　－しばしば困難な作業を伴うが，異なる源泉から得られた同一の対象に
　関する記録を比較し調整する必要がある。
　筆者が聴取したところでは，特にこの第３の点について，最終的にマッ
チできない対象が残るところに問題があるとのことであった。
ni）レジスター。ベースの統計作成システムの最終目標を達成するため
には，行政レジスターの行政記録に統計上の必要項目を付加することが必
要となる。しかし行政目的の上で不必要な項目の記録について，その信頼
性を確保することは困難である。行政レジスターから統計レジスターヘの
記録の移転は，一方通行であって逆の流通は許されていないから，私見で
は統計上の必要に基づく行政記録への反作用は法制上可能であるとして
も，事実上は困難と考えられる。
　　　　　　　　　　　　　　－85（120）－
iｖ）レジスター・ベースの統計作成にあたっての障害のひとつは，欠落
データの処理の問題である。この問題は伝統的な調査やセンサスにおける
無回答の処理よりもはるかに複雑な問題を含んでいる。
Ｖ）レジスター・ベースの統計を評価し，それを推計のベースとして役立
てるためには，補足的なデータを伝統的な調査手法によって収集する必要
がある。
ｖi）統計作成を市場化することによって得られる最大の利点は，統計に対
する需要の変化，新規の需要の発生を迅速に把握することができ，それに
よって統計生産が利用者の要求に適応するように，プライオリティーの設
定が可能となることである。しかしそのためには市場化による販売収入
を，統計生産のために統計局が再使用できる権限をもっていることが前提
となる。
　私見では市場化によって発生が予測しうる弊害にも配慮が必要と思われ
る。特に本来公共財としての統計作成のために収集されたレジスター記録
が，特定の目的のために特定の人または団体によって利用される統計の作
成に用いられる途を開いたことは，情報利用の公平性に疑問があるだけで
なく，極端な場合には，たとえば統計を用いた市場操作あるいは世論の誘
導などの危険をはらむものと考えられよう。
－84（121）－
資料1ﾃﾞﾝﾏｰｸ統計局保有のﾚｼﾞｽﾀｰ一覧
－83（122）－
－82（123）－
－81（124）－
－80（125）－
仮訳:
　　　1.住所　2.個人番号，地位，教区，自立できるか　3.氏名，正式名，検索
名，出生登録地，市民権　4.現住所の自治体への転入年月日　5.現住所の自治体
コード　6.7.道路名およびコード　8.建築物または住宅番号，フロアおよびドア
番号　9.町名　10.郵便番号　11.備考　12.13.市民権の変化，死亡，およびそ
の年月日　14.15.登録機関およびそのコード　16.配偶者の個人番号（死別，離
別を含む) 17.備考　18.自治体との関連（教育等) 19.子供，両親，家長の個人
番号　20.付加情報（氏名，個人番号の変更等）
－79（126）－
